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公益法人制度の抜本的改革 第１節 

１．公益法人制度の抜本的改革の経緯 
 

（公益法人制度の抜本的改革に係る背景等） 

 民間非営利部門は、行政や民間営利部門では満たすことのできない社会のニーズに対応する多様なサ

ービスを柔軟かつ機動的に提供しており、民間非営利部門の活動の促進は、21 世紀の我が国の社会を

活力に満ちた社会として維持していく上で極めて重要である。この民間非営利部門の活動を担う代表的

主体として、公益法人は、歴史的に一定の大きな役割を果たしてきているが、一方で、主務官庁の許可

主義による我が国の公益法人制度は、明治 29 年の民法制定以来、100 余年にわたり抜本的な見直し

が行われておらず、様々な批判及び指摘を受けるに至っている。 

このような中、平成 13 年 1 月には、行政改革担当大臣の要請により国所管の公益法人の総点検が行

われ、政府において、この総点検の結果等も踏まえつつ、内閣官房を中心に検討が加えられた結果、公

益法人制度については抜本的な制度改革が必要であるとの結論に至り、14 年 3 月 29 日に「公益法人

制度の抜本的改革に向けた取組みについて」〔資料９〕が閣議決定され、公益法人制度について、抜本

的かつ体系的な見直しを行うこととされた（図 4-1-1）。 
 

（公益法人制度の抜本的改革の具体化に向けた検討） 

 上記閣議決定を受けて、内閣官房において、関係府省及び民間有識者の協力の下、改革の基本的枠組

み等についての検討が開始された。平成 14 年８月には、公益法人制度の抜本的改革に向けての論点が

整理され、国民からの意見募集が行われるとともに、同年 11 月から、有識者からなる「公益法人制度

の抜本的改革に関する懇談会」〔資料 10〕が行政改革担当大臣の下に開催され、意見の聴取が行われた。

また、与党においても、公益法人制度の抜本的改革に向けた意見集約が図られ、平成 15 年 5 月 30 日、

政府に対する申入れが行われた。 

このような検討過程を経て、政府において、平成 15 年 6 月 27 日、公益法人制度の抜本的改革の基

本的枠組みやスケジュール等を明らかにした「公益法人制度の抜本的改革に関する基本方針」が閣議決

定された（以下「基本方針」という。〔資料 11〕）。この基本方針においては、①公益性の有無にかかわ

らず準則主義（登記）により簡便に設立できる一般的な非営利法人制度を創設すること、②公益性を有

する場合の優遇措置の在り方については、特別法に基づく法人制度を含めた全体の体系の整合性に留意

しながら、公益性の客観的で明確な判断基準の法定化や独立した判断主体の在り方等を含め検討するこ

と等の改革の基本的な方針が示されるとともに、「有識者の協力を得つつ、関係府省との連携の下、内

閣官房において上記の新たな非営利法人制度の検討を進め、平成 16 年末までを目途にさらに基本的枠

組みを具体化した上で、所管省において税制上の措置に係る専門的検討を進めることとし、平成 17 年

度末までに法制上の措置等を講ずることを目指す」こととされた。 
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図４－１－１ 公益法人改革の動きについて 
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適正な指導監督の推進 　行政委託型公益法人等改革 公益法人制度の抜本的改革

平成12年
　12月１日

　　行政改革大綱（閣議決定）

　　　　　・公益法人に対する行政の関与の
 　　　  　　在り方の改革

平成13年
２月９日

指導監督体制の充実等
（申合せ）

4月13日

　　・改革の基本理念と基本的な考え
 　　  方を提示

　　・行政委託型の改革にとどまら
 　　  ず、より抜本的な改革の必要
 　　  性を提言

7月23日
　　行政委託型公益法人等改革を

　　具体化するための方針
公益法人制度についての問題意識

～抜本的改革に向けて～

8月28日
インターネットによる

ディスクロージャーについて
（申合せ）

平成14年
３月29日

所管不明法人の処理促進
　  　公益法人に対する行政の関与の

　　  在り方の改革実施計画
　 　 （閣議決定）

公益法人制度の抜本的改革に
向けた取組みについて

（閣議決定）

・各府省は責任をもって実施
・内閣官房は、実施につき検討を要する事項の調整
・総務省は、実施状況を調査、白書で公表

8月2日
公益法人制度の抜本的改革

に向けて（論点整理）

　　11月～

平成15年
１月

3月28日
公益法人会計基準の見直し
(公益法人会計基準検討会報告書)

6月27日

公益法人制度の抜本的改革に
関する基本方針
（閣議決定）

・新たな非営利法人制度の創設と公益性を有
   する場合の取扱いの検討等
・平成16年末までを目途にさらに基本的枠組
   みを具体化、平成17年度末までに法制上の
   措置等

11月～
公益法人制度改革に関する有識者

会議の開催

10月14日 新公益法人会計基準の申合せ

11月19日
公益法人制度改革に関する有識者

会議による「報告書」

12月24日
　       行政代行法人の見直し

　　　（「今後の行政改革の方針」の閣議決定）
「基本的枠組み」の具体化

（「今後の行政改革の方針」の閣議決定）

・特別の法律により設立される法人、国からの指定
   等に基づき特定の事務・事業を実施する法人、基
   金等を有する法人の見直し

・一般的非営利法人制度の創設、公益性を有
   する法人を判断する仕組み、現行公益法人
   の新制度への移行等

平成16年

行政委託型公益法人等改革の視点と課題

公益法人制度の抜本的改革に
関する懇談会の開催

（総務省大臣官房管理室） （内閣官房行政改革推進事務局）

・企業会計手法の大幅な導入
・受託責任の明確化
・外部報告目的の財務諸表の簡素化
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（基本方針を受けた改革の基本的枠組みの具体化に向けた検討） 

 基本方針を受け、改革の具体化に向けた検討を進めていくに当たり、関係府省の緊密な連携を図るた

め、平成 15 年 8 月 1 日、内閣官房、総務省、法務省及び財務省の局長クラスを構成メンバーとする

「公益法人制度の抜本的改革に関する関係府省連絡協議会」が設置された〔資料 12〕。 

また、政府における検討の参考に資するため、平成 15 年 11 月から、行政改革担当大臣の下に、有

識者からなる「公益法人制度改革に関する有識者会議」が開催された。有識者会議の下には「非営利法

人ワーキング・グループ」が設けられ、公益性の有無にかかわらない新たな非営利法人制度について専

門的な検討が進められた（資料 13。有識者会議の詳細については、内閣官房行政改革推進事務局ホー

ムページ http : / /www.gyoukaku .go . jp/を参照）。 
４ 
章 有識者会議では、基本方針を踏まえ、改革についての具体的な提案を行うため、平成 16 年 11 月ま

で計 26 回にわたり会議を開催し、同期間中、非営利法人ワーキング・グループでは、計 14 回の会合

を開催し、議論が重ねられた。その間、平成 16 年 3 月には、「議論の中間整理」を公表し、その後、

一般から寄せられた意見や法人関係者からのヒアリングも参考にしつつ、残された課題について具体的

な検討が進められた。こうした検討を踏まえ、同年 11 月には、報告書が取りまとめられ、公表された。 

このような検討過程を経て、政府において、平成 16 年 12 月 24 日に「今後の行政改革の方針」〔資

料 14〕が閣議決定され、その中で「公益法人制度改革の基本的枠組み」が具体化された。 

 

２．公益法人制度改革の基本的枠組み 
 

「今後の行政改革の方針」の中で具体化された「公益法人制度改革の基本的枠組み」の概要は以下の

とおりである（図 4-1-2）。 
 

（改革の方向性） 

現行の公益法人の設立に係る許可主義を改め、法人格の取得と公益性の判断を分離することとし、公

益性の有無に関わらず、準則主義（登記）により簡便に設立できる一般的な非営利法人制度を創設する。 

また、各官庁が裁量により公益法人の設立許可等を行う主務官庁制を抜本的に見直し、民間有識者か

らなる委員会の意見に基づき、一般的な非営利法人について目的、事業等の公益性を判断する仕組みを

創設する。 
 

（一般的な非営利法人制度） 

公益性の有無にかかわらない一般的な非営利法人制度について、法人類型は、社団形態と財団形態の

２種類とし、また、準則主義に伴う法人制度の濫用防止のための制度を設ける。 

社団形態の非営利法人については、営利を目的としない団体を設立して活動しようとする人々の自由

活発な活動を促進するため、社員となろうとする者が２名以上集えば、一定の財産的基盤がなくとも法

人の設立を可能とするほか、事業について格別の制限をせず、公益活動を含めた幅広い活動ができるこ

ととする。また、財団形態の非営利法人については、設立者の創意に基づく財産の社会的な活用を促進

するため、必要最小限の資産で法人の設立を可能とするが、その目的及び事業に一定の制限を設けるこ

との当否について検討する。 

一般的な非営利法人制度においては、自律的な運営を確保するため、法人に所要の機関を設置するほ

か、法人運営の適正化を図るため、法人の財務状況の一般的な開示制度を設ける。 

なお、中間法人制度は、社団形態の非営利法人制度に包含される関係となるため、廃止する。 
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図４－１－２ 公益法人制度の抜本的改革について 

 

・民間非営利部門を我が国の社会経済システムの中で積極的に位置づけ、その活動の健全な発展を促進 

・現行の公益法人について指摘される諸問題に適切に対処する観点から、制度を抜本的に見直し 

【現行の公益法人制度】 
・各主務官庁の許可により設立（法人格の取得と公益性の判断が一体化）

・各主務官庁の裁量に基づく設立の許可、公益性の判断、指導監督 

☆ 法人格の取得と公益性の判断を分離 

☆ 主務官庁制の抜本的見直し 

☆ 透明性の高い新たな仕組みの構築 

【一般的な非営利法人制度】

・登記のみで設立（準則主義） 

・公益性の有無にかかわらない 

・自律的なガバナンスを確保 

【公益性を有する非営利法人を判断する仕組み】 

・現在の主務官庁から中立的に判断を行うために、内閣に民間有識者からなる委員会を設置し、

当該委員会の意見に基づき、一般的な非営利法人について目的、事業等の公益性を判断 

（都道府県にも国に準じた機能を有する体制を整備） 

・出来る限り裁量の余地の少ない明確な、公益性の判断要件 

・適切なガバナンス、情報開示の強化、適切な監督上の措置により、適正運営を確保 

(注 1) 中間法人制度は廃止。特定非営利活動法人制度は引き続き存置。 
 

(注 2) 現行公益法人の新たな制度への移行に当たっては、現に公益活動を行ってきていること等に配慮しつつ、十分な準備期間及び

移行期間、簡易・円滑な転換手続を設ける等の必要な措置を講ずる。 
 

(注３) 今後、更に具体的検討を行うとともに、所管省において税制上の措置に係る専門的検討を進め、所要の法律案の平成 18 年通

常国会への提出を目指す。 

公益法人制度の抜本的改革 
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（公益性を有する非営利法人を判断する仕組み） 

公益性の判断主体については、現在の主務官庁から中立的に判断を行うために、内閣に民間有識者か

らなる委員会を設置し、当該委員会の意見に基づき、一般的な非営利法人について目的、事業等の公益

性を判断することとし、事後チェック、不服申立ての処理等を含め、業務を的確かつ迅速に遂行できる

よう、所要の体制を整備する。 

また、一定の地域を拠点として活動する非営利法人に関しては、原則として都道府県知事において判

断等を行うこととし、都道府県にも国に準じた機能を有する体制を整備し、国との間で公益性の判断等

の取扱いについて整合を図る。 

公益性の判断要件については、現行の「公益法人の設立許可及び指導監督基準」等を踏まえつつ、法

人の目的、事業及び規律の面から、できる限り裁量の余地の少ない明確なものとし、目的については積

極的に不特定多数者の利益の実現を図ることを基本とし、共益は従たる目的となる範囲内で認められる

方向で検討する。また、法人の事業については、公益的事業の規模が法人の事業の過半を占めること、

付随的に行う収益的事業の利益が原則として公益的事業のために使用されること、公益的事業が営利企

業の行う活動を阻害しないことなど所要の要件を設け、具体的な公益的事業を適切に規定する方向で検

討する。さらに、法人の規律について、同一親族等の役員への就任の制限、解散した法人の残余財産の

帰属者の範囲の国等への限定、将来の公益的事業の実施に必要な範囲を超えた過大な資金等の留保の制

限、株式保有等の原則禁止など、所要の要件を設ける方向で検討する。 

また、法人の適正運営を確保するため、理事会や監事を必置機関とするなど適切なガバナンスを求め

るとともに、国民一般に対する情報開示の強化を図る。さらに、事業報告書等の定期的な提出、報告徴
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収・立入検査、命令、公益性判断の取消し等必要な監督上の措置を、より明確な要件の下で判断主体が

適切に講ずる方向で検討する。 

なお、特定非営利活動法人制度については、引き続き存置されるものとする。 
 

（新制度への移行に係る措置、今後のスケジュール等） 

現行公益法人の新たな制度への移行に当たっては、公平かつ合理的なシステムの下における円滑な移

行を推進するため、十分な準備期間及び移行期間、組織変更等の簡易・円滑な転換手続を設ける等の必

要な措置を講ずるものとする。 

今後のスケジュールについては、この基本的枠組みに基づき、内閣官房において、関係府省との連携

の下、更に法制化に向けた具体的検討を行うとともに、所管省において税制上の措置に係る専門的検討

を進め、所要の法律案を平成 18 年の通常国会に提出することを目指す。 

４ 
章 
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１．公益法人会計基準の見直しについて 
 
 公益法人会計基準については、前回改正（昭和 60 年 9 月 17 日公益法人指導監督連絡会議決定。昭

和 62 年度から適用）から相当期間が経過し、この間、公益法人をめぐる社会的及び経済的環境は大き

く変化してきた。また、企業会計、公会計及び非営利会計の分野においても会計基準の新設・改廃等が

行われてきているところである。 

こうした状況にかんがみ、平成 12 年 4 月から、旧総理府（13 年 1 月の省庁再編後は総務省）にお

いて、有識者からなる「公益法人会計基準検討会」を開催して、現行基準の問題点を整理し、今後の改

正の方向性について検討を行った。また、平成 12 年 12 月に閣議決定された「行政改革大綱」におい

ても、公益法人会計基準の改善策の検討を行うこととされた。同検討会は、平成 13 年 12 月に、それ

までの検討結果について「公益法人会計基準の見直しに関する論点の整理（中間報告）」として公表し、

国民からの意見募集を行った。 

これらを踏まえて、平成 14 年 3 月、公益法人会計基準の理論及び実務の進展に即して更に充実と改

善を図るため、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会の下に、有識者で構成する「公益

法人会計基準検討会」を開催し、15 年 3 月、「公益法人会計基準（案）」を中心とする「公益法人会計

基準検討会報告書」を取りまとめ、公表した。 

この会計基準案については、平成 15 年 6 月から総務省において有識者で構成する「公益法人会計基

準案研究委員会」を開催し、適用の在り方や適用時期等について、公益法人制度の抜本的改革の動向等

を踏まえつつ検討を行い、16 年 10 月には、現行の公益法人会計基準の改正等について関係省庁にお

いて申合せを行った（平成 16 年 10 月 14 日公益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議申合

せ）〔資料 17〕。 

新たな公益法人会計基準（以下「新会計基準」という。）のポイントは、以下のとおりである（図 4-2-1）。 
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図４－２－１ 新たな公益法人会計基準について 
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＜見直しのポイント＞ 

○ 作成すべき書類が煩雑 

○ 正味財産増減計算書が分かりにくい 

○ 寄付された財産の扱いが不明確 

○ ディスクロージャーが不十分 

大規模法人に限る 

貸借対照表 
・正味財産を二区分

（指定正味財産） 

（一般正味財産） 

財産目録 キャッシュ・
フロー計算書

正味財産増減 
計算書 

＜損益計算書に相当＞
・フロー式に統一 

・正味財産を二区分 

収支計算書 収支予算書 会計帳簿 

会計基準として規定する「財務諸表」 

収支予算書 会計帳簿 収支計算書 

（会計基準外とし、内部管理事項として作成） 

現行公益法人会計基準（昭和 62 年度～）

（会計基準外とし、内部管理事項として作成） 

改正後の公益法人会計基準（平成 18 年度～） 

貸借対照表 正味財産増減 
計算書  

原則：ストック式 

（財産の増減結果のみ） 

例外：フロー式 

（収益・費用計算による 

財産の増減原因の把握）

財産目録 

① 広く一般的に用いられている企業会計の手法を可能な限り導入し、公益法人の財務情報のディ

スクロージャーを充実させるとともに、事業の効率性も分かりやすく表示 

② 寄付者、会員等の資金提供者の意思に沿った事業運営状況を会計上明らかにすることにより、

公益法人の受託責任を明確化 

③ 公益法人の自律的な運営を尊重するとともに、外部報告目的の財務諸表を簡素化 

また、同申合せにおいて、新会計基準は、平成 18 年 4 月 1 日以後開始する事業年度からできるだ

け速やかに実施するものとされた。 

これを受け、新会計基準の円滑な適用に向けた実務的な検討を行うため、平成 16 年 11 月から総務

省において「公益法人会計基準実施検討委員会」を開催し、同委員会における検討結果を踏まえ、17

年 3 月には、新会計基準に対する運用指針を関係省庁において申し合わせた（平成１７年３月２３日公

益法人等の指導監督等に関する関係省庁連絡会議幹事会申合せ）〔資料 18〕。同幹事会においては、併

せて、新会計基準を適用する場合に実施すべき内部管理事項についての統一的な取扱いについて申し合

わせた〔資料 19〕。さらに、新会計基準の実施による会計実務の大幅な変更を踏まえ、財団法人に対す

る基本財産の指導監督上の留意点について、総務省から各所管官庁に対して通知を行った〔資料 20〕。 

今後は、平成 18 年 4 月 1 日以後開始する事業年度からの新会計基準の実施に向け、総務省として、

各所管官庁や公益法人を対象とした研修等を通じ、新会計基準の周知徹底を図って行くこととしている。 

 

２．公益法人の指導監督及びディスクロージャーの充実等 
 

（「公益法人の指導監督体制の充実等について」の申合せ） 

一部の公益法人の不祥事を契機として、公益法人の運営の在り方やその指導監督の在り方が厳しく問

われている状況を踏まえ、政府は、公益法人に対する厳正な指導監督を更に徹底するため、指導監督の



 

 公益法人に関する施策の動向   第２節

 

  89 

責任体制を確立するとともに、指導監督の前提となる法人の的確な実態把握のための立入検査の充実等

を図ることとし、平成１３年２月９日、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会において

「公益法人の指導監督体制の充実等について」を申し合わせた。 

その概要は以下のとおりである〔資料２１〕。 

① 指導監督の責任体制の確立 

●各府省に総括公益法人指導監督官等及び連絡会議を設置 

② 立入検査の充実 

●立入検査を少なくとも３年に１回実施 

●立入検査実施計画を作成 
４ 
章 ●的確かつ体系的な検査を行うための検査票（チェックリスト）を作成 

●立入検査の実施の結果を公表 

③ 一定規模以上の公益法人に対する外部監査の要請 

●各府省は、一定規模以上の公益法人（資産額 100 億円以上若しくは負債額 50 億円以上又は

収支決算額 10 億円以上の法人）に対し、公認会計士等による監査を受けるよう要請 

平成１４年度から１６年度の３年間において、各府省が立入検査を実施した所管法人数は、延べ

7,244 法人（国所管法人数全体（延べ 7,374 法人）の 98.2％）であり、国所管法人については、３

年間でほぼすべての法人について少なくとも１回の立入検査が実施されている（詳細については、第２

章第２節３参照）。 

また、平成 15 年度決算ベースで外部監査の要請の対象となる一定規模以上の国所管法人は 1,159

法人、都道府県所管法人は 1,797 法人あり、このうち外部監査を受けた法人は、国所管法人が 801

法人、都道府県所管法人が 329 法人であった（図表 4-2-2）。 

なお、各都道府県に対しては、本申合せと同様の措置を講ずるよう要請を行っている。 

 

図表４－２－２ 外部監査（公認会計士等による監査）を受けた法人数の推移 
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対 象 法 人 数 実 施 法 人 数 割 合 対 象 法 人 数 実 施 法 人 数 割 合 対 象 法 人 数 実 施 法 人 数 割 合

国 所 管 1,227 725 59.1 1,187 798 67.2 1,159 801 69.1

道 府 県 所 管 1,793 268 14.9 1,774 303 17.1 1,767 329 18.6

計 3,020 993 32.9 2,961 1,101 37.2 2,926 1,130 38.6
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（「インターネットによる公益法人のディスクロージャーについて」の申合せ） 

平成 13 年 7 月 23 日に開催された行政改革推進本部における内閣総理大臣の指示を踏まえ、公益法

人のディスクロージャーの充実による業務運営の透明化・適正化を図るとともに、「行政改革大綱」等

に基づく公益法人改革の推進に資するための取組として、同年 8 月 28 日、公益法人等の指導監督等に

関する関係閣僚会議幹事会において「インターネットによる公益法人のディスクロージャーについて」

を申し合わせた〔資料 22〕。 

その概要は以下のとおりである（図 4-2-3）。 

 

図４－２－３ インターネットによる公益法人のディスクロージャーについて 
４
章 公益法人が各府省の 

 各府省のＨＰに掲載するもの 
「要請」を受けてＨＰに掲載するもの 

 

 

① すべての国所管公益法人に係る措置 

●各府省は、所管公益法人に対し、可能な限り平成 13 年中を目途に業務・財務等に関する資料

をインターネットにより公開するよう要請 

●各府省は、平成 13 年 10 月末までに所管公益法人の一覧表を各府省のホームページに掲載 

② 国から委託・推薦等を受けている公益法人等に係る措置 

●各府省は、平成 13 年 10 月末までに、所管公益法人のうち、国から事務・事業の委託・推薦

等を受けている法人又は補助金・委託費等の交付を受けている法人について、業務・財務等に

関する資料等を各府省のホームページに掲載 

③ ディスクロージャーの状況のフォローアップ及び公益法人データベースの構築 

現在、各府省は、本申合せに基づき所管公益法人の一覧表をホームページ上に公開しており、さらに

総務省においては、全国の公益法人の名称、住所等の基礎的な情報が検索可能な「公益法人データベー

ス」（ http : //www.koek i -data .org/） を同省のホームページにおいて掲載している。 

 また、各都道府県に対しては、本申合せと同様の措置を講ずるよう要請を行っており、各都道府県に

おいても国と同様の措置が進められている（平成 16 年 10 月 1 日時点の国及び都道府県所管公益法人

のホームページ開設状況は、第２章第２節３参照）。 

 

３．公益法人の指導監督等に関する研修会等の実施 
 

公益法人の設立許可及び指導監督に関する事務は、既に述べたように、各主務官庁及びその権限に属

する事務を処理することとされた都道府県知事等、多くの所管官庁において行われている。また、各所

管官庁においては、一つの部局によって、所管するすべての公益法人に対する指導監督等に関する事務

が行われているわけではなく、各公益法人が行う事業に関連の深い事務を所掌する部局が、それぞれ直

 

 
所管公益法人の一覧表 
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○業務・財務等に関する資料 

○委託・推薦等の事業内容又は補助金・委託費等の

名称・金額 

 

 

 
（注）「業務・財務等に関する資料」は、指導監督基準に定める下記の

１０項目 

① 定款又は寄附行為 

② 役員名簿 

③ (社団法人の場合) 

社員名簿 

④ 事業報告書 

⑤ 収支計算書 

⑥ 正味財産増減計算書 

⑦ 貸借対照表 

⑧ 財産目録 

⑨ 事業計画書 

⑩ 収支予算書 

措置期限：平成１３年１０月末 措置期限：平成１３年中目途 

措置期限：平成１３年１０月末

（注）1 このほか、総務省は、上記ディスクロージャーの状況を取りまとめ・公表するとともに、すべての公益法人を対象としたデータベースを構築している。 

2 国は都道府県に対し国と同様の措置を講ずるよう要請している。 
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接の指導監督等に当たっているのが実状である。 

これら多数の所管官庁・所管部局が行う公益法人に対する指導監督等に関する事務が統一性を持って

実施されるよう、指導監督基準等の各種の基準や指針等が定められているところであるが、これらの基

準等が適切に運用されるためには、指導監督等に関する事務に従事する職員に対する研修等を実施する

ことにより、その周知徹底を図る必要がある。 

また、公益法人に対しても、指導監督基準等に適合した管理運営を促すため、公益法人の役職員を対

象とした研修、講習等を実施する必要がある。さらに、公益法人制度の抜本的改革や新会計基準につい

ても、同様に周知徹底を図る必要がある。 

このため、総務省、各都道府県等においては、各種の研修会等を実施している（表 4-2-4）。 
４ 
章  

表４－２－４ 公益法人関係研修会等一覧 

研修会等の名称 主催者 対象者 

公益法人行政担当者研修会 総務省 各府省庁公益法人事務担当者 

都道府県公益法人行政主管課長会議 総務省 各都道府県公益法人主管課長等 

各都道府県の公益法人事務担当者及び公

益法人の役職員 

総務省 
公益法人地方講習会 

都道府県 

各ブロックの都道府県公益法人主管課の

事務担当者 
都道府県公益法人事務担当者ブロック会議 各ブロックの都道府県 

各ブロックの都道府県教育委員会の公益

法人事務担当者等 
文教関係公益法人等事務担当者協議会 各ブロックの都道府県教育委員会 

（注）上記の他、各府省・都道府県等において、各部局担当者及び所管公益法人の役職員に対する研修会、講習会等が適宜行われている。 

 
４．営利法人等への転換に関する指針の申合せ 
 

平成 10 年 3 月に公表された「法人制度研究会」（法務省民事局長が主催し、法律学者及び関係府省

庁の公益法人担当者により構成）の報告書において、公益法人の営利法人等への転換は現行法制度にお

いても基本的に可能であるとされたことを受け、同年 12 月 4 日の公益法人等の指導監督等に関する関

係閣僚会議幹事会において、「公益法人の営利法人等への転換に関する指針」を申し合わせた〔資料 23〕。 

その概要は以下のとおりである。 

○営利法人等への転換の手順 

  ① 業務内容が営利法人と競合する公益法人については、指導監督基準における是正期限である平

成 11 年 9 月までに、公益法人としてふさわしい事業内容への改善を行う。 

  ② ①の期限までに改善が行われない場合には、営利法人等への転換を行うよう文書により監督上

の措置を行う。 

  ③ ②の措置を受けた公益法人は、１年以内に所管官庁に対し、転換に向けての計画を提出する（株

式会社への転換の例について、「参考」として記載している。）。 

  ④ ②の措置の後３年以内に営利法人等への転換がなされない場合には、所管官庁は設立許可の取

消しも含め対処する。 

○転換後の対応 

  ① 公益法人が営利法人にその業務の一部を現物出資し、その対価として取得する当該営利法人の

株式等については、その取得後速やかに処分する。 

  ② 営利法人の取締役と存続する公益法人の理事との兼職は原則として避ける。 
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５．休眠法人及び所管不明法人の整理に関する取組 
 

（休眠法人及び所管不明法人の問題点） 

公益法人は、第２章で示しているとおり、平成１６年１０月１日現在、全国で２５，５４１法人存在

している。これは、基本的には、主務官庁の監督の下、現在活動している公益法人の数であり、これ以

外の公益法人として、「休眠法人」、「所管不明法人」が存在している。 

このうち、休眠法人とは、「休眠法人の整理に関する統一的基準」（昭和 60 年 9 月 17 日公益法人指

導監督連絡会議決定）〔資料 24〕に定められた次のような要件等を総合的に勘案して、主務官庁によっ

て認定されたものである。 

●引き続き３年以上事業を行っていないこと ４
章 

●理事が存在しないこと又はその任期が３年以上前に満了していること 

●各省庁への報告、届出等を引き続き３年以上怠っていること 

一方、所管不明法人とは、先の大戦の社会的混乱等種々の理由から、各官庁においては把握されてい

ないが、登記はされているものであり、そもそも民法上想定されていないものである。 

休眠法人及び所管不明法人の存在は、買収等により役員に就任した者による目的外事業の実施や、税

法上の優遇措置を利用した収益事業の実施など、公益法人制度の悪用を招くおそれがあるものであり、

このような法人に対しては、迅速かつ適切な対応が必要と考えられる。 
 

（休眠法人の整理に関する統一的基準の策定等） 

休眠法人の存在を放置しておくことには、上記のような弊害があることから、昭和５４年に民法の一

部改正が行われ、主務官庁は、「正当な事由なく引き続き３年以上事業をしない」法人について、その

設立許可を取り消すことができることとなった（第７１条後段）。 

また、昭和６０年には、「休眠法人の整理に関する統一的基準」及び「休眠法人の整理に関するモデ

ル要綱」（昭和６０年１２月５日公益法人指導監督連絡会議幹事会了解事項）が策定された〔資料 25〕。

これらは、公益法人の実態調査、休眠法人の認定、設立許可の取消しの手続等を定めることにより、休

眠法人の一層の整理促進を図ろうとするものである。 

現在、各府省では、これらの基準等に沿って、所管の休眠法人の整理に努めているところであり、平

成６年 10 月 1 日現在で 31 法人あったものが、10 年後の 16 年 10 月１日現在では６法人にまで減

少している。 

また、都道府県においても休眠法人の整理促進に努めるよう積極的に指導を行っているところであり、

平成６年 10 月 1 日現在で 372 法人あったものが、16 年 10 月 1 日現在では 133 法人となってい

る（図表 4-2-5。所管官庁別の休眠法人数については資料 98）。 

休眠法人は以前と比べて減少してきているが、都道府県所管の法人を中心になお相当数残っており、

早急に整理する必要がある。このような観点から、平成 14 年 3 月、総務省から各所管官庁に対し、所

管不明法人の処理と併せて休眠法人の整理にも早急に取り組むよう要請を行ったところであり、引き続

き積極的な取組が望まれる。  

 

（所管不明法人の調査及びその整理への取組） 

所管不明法人の実態数を把握するため、旧総理府が平成７年度に、「所管不明公益法人調査」を実施

した。これは、全国 1,000 か所を超える登記所において、それぞれの登記所の公益法人索引名簿と各

主務官庁が有している公益法人名簿等を対照させ、前者に記載されているにもかかわらず後者には記載

されていないものを抜き出すというものであった。 

当該調査を実施した結果、全国で約 1,860 の所管不明法人が存在することが明らかとなり、このう

ち、約 1,600 法人は、平成８年１月に旧総理府から各省庁又は都道府県に割り振られた。 
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その後、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議が随時開催される中で、所管不明法人の所管

の割振りの一層円滑な進展等のため、平成 8 年 12 月 19 日に「所管不明法人の所管確定作業の進め方

について」が公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚会議幹事会において了解された。 

 

図表４－２－５ 休眠法人数の推移 
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これを受け、登記簿に記載されている各法人の目的と各省庁の所掌事務等を考慮して所管の割振りが

行われ、平成 9 年 12 月までに一通りの割振りが終了した。なお、平成 13 年 1 月の中央省庁再編に

伴い、国所管の法人のうち、既に処理を終了していた以外のものについては、改めて新府省に割り振り

が行われた。 

その後、割り振られた所管官庁において処理を進めてきたが、所管官庁を確定して４年以上が経過し

ているにもかかわらず、いまだ処理が終了していないものが半数以上存在するという状況を踏まえ、平

成 14 年 3 月、総務省は、各所管官庁に対し、所管不明法人の処理の促進について通知を行った。この

通知は、所管不明法人の多くを占めると考えられる休眠状態にある法人の処理を念頭に、原則として平

成 14 年内にすべての所管不明法人の処理を終了することを目標として、未処理法人について 13 年度

末時点での処理段階（割振り調整中、理事確認中、設立許可取消中又は解散指導中）ごとに、処理作業

を進めるための手順とスケジュール（目標期限）を示したものである。 

本通知を踏まえ、平成 14 年末現在における処理状況を調査したところ、処理が終了・確定したもの

は 58.2％（1,092 法人）であった。これは、平成 13 年 10 月 1 日現在の 45.9％（861 法人）と

比べ処理が進んだが、なお未処理の法人が 784 法人と多数あることを踏まえ、15 年 2 月、総務省は

各所管官庁に対し再度通知を行い、原則として、14 年度中に処理を終了するよう要請した。 

割り振られた官庁における平成 16 年 10 月 1 日現在の整理状況を調査したところ、処理が終了・確

定したものは 87.3％（1,638 法人）となっている。所管別に見ると、国所管が 93.3％、都道府県知

事部局所管が 86.6％、都道府県教育委員会所管が 82.7％であり、14 年 3 月に通知を行ってから２年

半の間に大幅に処理が進んだということができる（図 4-2-6。所管官庁別の整理等の状況については

資料 99）。各所管官庁においては、引き続き未処理の所管不明法人の早急な処理に取り組む必要がある。 

(注)  各年 10 月 1 日現在 
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元年
２年 ３年 ４年 ５年 ６年 ７年 ８年 ９年 10年 11年 12年 13年 14年 15年 16年

国 所 管 75 61 54 51 49 40 37 33 31 12 8 7 6 6 7 6 6 6 6

都道府県所管 602 563 528 513 483 451 453 387 372 337 311 290 265 236 224 214 202 143 133

合 計 677 624 582 564 532 491 490 420 403 349 319 297 271 242 231 220 208 149 139
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図４－２－６ 所管不明法人数の推移（国・都道府県所管合計） 
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図表４－２－７ 所管不明法人の整理等の状況 

 

（注）各府省から提出された資料を総務省が整理したものであり、原則として平成 16 年 10 月 1 日現在の状況。 

   処理が終了していないもの    処理が終了・確定したもの

割振

調整中等

理事

確認中等

設立許可

取消中等

自主解散

指導中等
その他

設立許可

取消
自主解散 存続 その他

国 所 管 489 33 -         8        7        7        11      456    418    14 20 4        

（割  合％） (100.0) (6.7) (0.0) (1.6) (1.4) (1.4) (2.3) (93.3) (85.5) (2.9) (4.1) (0.8) 

知 事 部 局 所 管 896     120    -         38      24      35      23      776    588    82      103    3        

（割  合％） (100.0) (13.4) (0.0) (4.2) (2.7) (3.9) (2.6) (86.6) (65.0) (9.2) (11.5) (0.3) 

教 育 委 員会 所管 497     86      -         26      13      21      26      411    332    34      42      3        

（割  合％） (100.0) (17.3) (0.0) (5.3) (2.6) (4.2) (5.2) (82.7) (66.8) (6.8) (8.5) (0.6) 

合         計 1,877 239 -         72 44 63 60 1,638  1,333  130    165    10      

（割  合％） (12.7) (0.0) (3.8) (2.3) (3.4) (3.2) (87.3) (71.0) (6.9) (8.8) (0.5) 
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   処理が終了していないもの（239法人の内訳）
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   処理が終了・確定したもの（1,638法人の内訳）
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６．公益法人の効率的・自律的な事業運営の在り方等に関する研究会 
 

我が国の非営利活動の中で重要な役割を担っている公益法人の活動を促進していくことは、我が国の

社会を活力に満ちたものとしていく上で重要と考えられるが、公益法人をめぐる環境を見ると、景気低

迷等に伴う会費、寄付金等収入の減少や、超低金利水準の継続に伴う財産運用収入の減少といった経済

的環境の悪化、一部公益法人の不祥事による公益法人への信頼の低下といった様々なマイナス要因が存

在するほか、現在検討が進められている抜本的改革により、公益法人制度そのものの大きな見直しが予

定されているところである。 
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表４－２―８ 公益法人自己評価モデル（評価項目のみ抜粋） 
 

評価項目 

Ⅳ 公益法人の財務会計 Ｉ 公益法人の目的と実際の活動の関係 

① 会計処理規程 ① 設立目的に沿った事業の実施 

② 職務分担と会計処理 ② 対価の妥当性 

③ 資産管理運用 ③ 営利企業との競合 

④ 公益事業の支出規模 ④ 中長期計画 

⑤ 予算・決算の乖離 ⑤ 社会ニーズ 

⑥ 内部留保 ⑥ 事業見直し 

⑦ 収入確保 ⑦ 事業達成状況 

⑧ 業務監査 ⑧ 事業成果・課題把握 

⑨ 公益法人会計基準 ⑨ 事業報告書の内容 
４ 
章 

⑩ 外部の指導・助言 ⑩ 目的の意義 

Ⅴ 公益法人の組織管理 Ⅱ 公益法人の活動の活性化 

① 職員 ① 機関誌等 

② 事務所 ② パンフレット 

③ 就業規則 ③ ホームページ開設 

④ 職員給与・退職金規程等 ④ 会員（社員）への報告 

⑤ 報告 ⑤ 効率的事業活動 

⑥ 公印保管・使用 ⑥ 外部者の参画 

⑦ 文書保管 ⑦ 関係団体等との協力 

⑧ 情報交換 ⑧ 会員数の推移 

⑨ 研修 ⑨ 寄付の推移 

⑩ 相談体制 ⑩ 寄付者への報告 

 Ⅲ 公益法人の適正な運営と透明性の確保 

① 意思決定機関 

② 役員等の選任 

③ 役員等の構成 

④ 業務分担と権限 

⑤ 届出等書類の提出 

⑥ 会員（社員）名簿 

⑦ 資料の閲覧 

⑧ インターネットでの公開 

⑨ 決裁手続 

⑩ 議事内容の公開 

（注）1 本評価モデルは、公益法人が自らの事業を振り返って評価を行う場合の参考とするためのものであり、各法人の事業実態に照らして、独自の評価項目を追加することも奨

励される。 

2 詳細は h t t p : / / w w w . s o u m u . g o . j p / s - n e w s / 2 0 0 4 / 0 4 0 7 2 8 _ 4 . h t m l を参照 

 

このような厳しい状況の下で、公益法人が限られた資金、人員等の運営資源を最大限活用しつつ、一

層効率的な事業運営を行っていくことが求められる。また、こうした効率的な法人運営のため、法人が

自ら不断に業務運営の在り方をチェックすることができるような仕組みを持つことが必要であり、こう

した取組みを進めることは、抜本的改革後に想定される新たな非営利法人制度の下においても、現在の

公益法人が引き続き自律的に活動していく上で必要なものであると考えられる。 

以上のような問題意識から、総務省では、平成 15 年 11 月より大臣官房管理室長の下で「公益法人

の効率的・自律的な事業運営の在り方等に関する研究会」（座長：能見善久東京大学法学部教授）を開

催（平成 16 年 7 月まで計 8 回開催）し、効率的な法人運営に資するよう、所管官庁の指導監督上一

定の制約を課している財団法人の基本財産及び内部留保の在り方について検討を加えるとともに、自律

的な法人運営の確立のため、公益法人における評価制度（特に自己評価）について検討を行い、16 年

7 月に報告書を取りまとめた〔資料 26〕。 

本報告書のポイントは以下のとおりであり、今後、実際の法人運営や所管官庁の指導監督に当たって

活用されることが期待されるものである。 

① 財団法人の基本財産について、その処分に際しての着眼点を財務の健全性、事業の継続性、手

続の妥当性及びガバナンスの適正性の観点から改めて整理するとともに、基本財産の種類、運用
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方法と許可との関係といった運用に係る事項についても併せて整理を行うことにより、従来とも

すれば不明確であった基本財産の処分等の取扱いについて明確化 

② 内部留保については、法人の事業の目的や態様、財務状況により適正な内部留保の水準が異な

るものと考えられるため、法人は、なぜ内部留保を有しているのか、どのような事業計画に基づ

き内部留保が必要となるのか、ということについて、法人関係者や潜在的受益者たる国民等に対

して説明責任を果たすことが必要 

③ 自己評価の導入について、法人のガバナンス確保、自律的チェック機能の充実、事業の効果的・

効率的な実施、事業の活性化及び法人のアピールの手段の観点から、公益法人における自己評価

の実施を奨励。自己評価の内容は法人内部のガバナンスの充実強化等の観点を中心に考察し、自

己評価の普及をめざすため、Ｉ 公益法人の目的と実際の活動の関係、Ⅱ 公益法人の活動の活性

化、Ⅲ 公益法人の適正な運営と透明性の確保、Ⅳ 公益法人の財務会計、Ⅴ 公益法人の組織管

理 の 5 分類 50 項目から成る以下のチェックリスト形式の「公益法人自己評価モデル」を提示

（表 4-2-8） 

４
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７．公益法人に対する行政の関与の在り方の改革 
 

平成 12 年 12 月 1 日に閣議決定された「行政改革大綱」において、今後取り組むべき行政改革の重

要課題として、公益法人に対する行政の関与の在り方の改革が盛り込まれた〔資料 27〕。これを受け、

政府部内で必要な検討・調整を行い、平成 14 年 3 月 29 日に「公益法人に対する行政の関与の在り方

の改革実施計画」を閣議決定し、各府省において、同実施計画に基づく改革を着実に実行しているとこ

ろである（資料 6。同実施計画の推進状況等詳細については第 3 章第 3 節参照）。 

 

８．公務員制度改革大綱に基づく措置 
 

平成 13 年 12 月 25 日に閣議決定された「公務員制度改革大綱」において、国家公務員の適正な再

就職ルールの確立を図るため、営利企業や特殊法人等への再就職とともに、公益法人への再就職につい

ても、民間法人としての性格を踏まえつつ見直しを行うこととされた〔資料 7〕。 

また、上記閣議決定を受け、平成 14 年 3 月 29 日には、公益法人等の指導監督等に関する関係閣僚

会議幹事会において、当該閣議決定に基づき各府省が所管公益法人に対し指導等すべき具体的事項を定

めた「公務員制度改革大綱に基づく措置について」を申し合わせた（資料 8。公務員制度改革大綱に基

づく公益法人の役員に関する措置の推進状況等詳細については第３章第４節参照）。 

 

９．「今後の行政改革の方針」に基づく国家公務員出身者の公益法人役員への就任に

係る措置 
 

平成 16 年 12 月 24 日に閣議決定された「今後の行政改革の方針」において、国家公務員の適切な

退職管理に資するため、国と特に密接な関係を持つ公益法人役員への国家公務員出身者の就任について、

民間法人としての性格を踏まえつつ、公益法人役員への国家公務員出身者の就任に関する累次の閣議決

定等を遵守するとともに、離職後 2 年以内の常勤役員への就任に際して、所管府省にあらかじめ報告す

るよう法人を指導し、各府省は、所管法人からの報告の内容を、総務省を通じて、内閣官房長官に報告

することとされた〔資料 14〕。 

また、上記閣議決定を受け、平成 17 年 3 月 2 日には、公益法人等の指導監督等に関する関係省庁

連絡会議において、当該閣議決定に基づく報告に係る手順等を定めた「「今後の行政改革の方針」に基

づく国家公務員出身者の公益法人役員への就任に係る措置について」を申し合わせた〔資料 28〕。 
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財団法人 阿蘇グリーンストック 

阿蘇の大自然と市民ボランティア型環境保全財団の試み 
 

財団法人阿蘇グリーンストックは、国民共有の生命財産（グリーンストック）である阿蘇の草原、森

林、農地を、農村・都市・行政・企業の四者の連携により後世に引き継ぐことを目的とし、「阿蘇グリ

ーンストック運動」を展開している。財団の活動には、野焼き支援事業などに見られるように多数の一

般市民ボランティアが参加しており、これら多数のボランティアによって活動が支えられているという

特徴がある。 

 

●設立の経緯 

阿蘇地域は、中・北部九州５県の主要６河川の源流地域に位置し、およそ３００万人以上の人々の水

がめであるとされている。財団の名称にある「グリーンストック」とは、阿蘇地域の自然を「（生命を

育む）緑の生命資産」と捉え、その保全を訴える意図から熊本大学教授の佐藤誠氏により産み出された

造語である。「グリーンストック」誕生の背景には、阿蘇地域の過疎化、高齢化、後継者不足による農

林畜産業の衰退及びこれと軌を一にした草原・森林・農地の荒廃という事情があった。 

財団の設立については、平成３年に、佐藤氏や農業者、生協、ＹＭＣＡなどの関係者により「グリー

ンストック構想懇談会」が発足、翌４年には、同懇談会をベースに「財団法人阿蘇グリーンストック設

立準備会」が設置された。以降、グリーンコープ共生社（生協）組合員の間で財団法人設立のための基

本財産の積み立て運動が進められ、平成７年４月、熊本県により財団法人として設立が許可された。 

財団の設立から数年間は、金利情勢の悪化や、活動の舞台となる阿蘇地域が１２市町村にまたがる広

大な地域であることもあり、財団の活動を取り巻く環境は極めて厳しい状況にあり、水源涵養の植林活

動、「野焼き」への体験参加、あか牛肉産直等の事業を細々と実施していただけであった。 

そうした中、平成９年に地元の熊本日日新聞が同社の創立５５周年を記念して掲載した全２６ページ

に及ぶ大特集において阿蘇地域の草原問題を取り上げたことが、財団にとっての大きな転機となった。

同新聞社はそのキャンプを通じて、阿蘇地域の草原保全のための募金を呼びかけた。この結果、人々の

阿蘇の草原保全に対する関心が高まり、地元の企業や個人から総額 3,300 万円の募金が集まった。 

 

●野焼き支援ボランティア活動（草原トラスト） 

財団ではその一部を利用して、阿蘇の草原や、その草原の維持管理を

行っている牧野組合の総合調査及び「野焼き支援ボランティア事業」を

本格的に展開することとなった。阿蘇地域は、人口の高齢化、有畜農家

の減少などにより野焼きのための人手不足が深刻化していたため、これ

を支援するボランティアを広範囲に募集した。その結果、地元のみなら

ず、京阪神からの参加者を含め総勢 290 名が集まった。 野焼きボランティアの作業風景

野焼き作業は、火を扱う危険な作業であり、長年の経験に基づく的確な判断と作業員同士の的確な意

思疎通も必要とする。そのため、財団では、ボランティア希望者に対して安全確保の観点から事前に十

分な研修を行い、研修終了者には、野焼き支援ボランティアの心得等を記載した「野焼き支援ボランテ

ィア手帳」を発行し、手帳の所持者のみが実際の作業に携わることとしている。野焼き支援ボランティ
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アは、地元新聞においても取り上げられるなど、地元においても着実に評価を得るよう

になっている。野焼き支援ボランティアの会員数は、平成１６年２月現在で約 600 名で

あり、財団から阿蘇内の各牧野へ派遣されるボランティア数は、毎年延べ 1,000 名近く

にものぼっている。 

 
野焼き支援 

●阿蘇ゆたっと村 ボランティア手帳 

また、財団では、阿蘇の大自然とのふれあいを通じた環境保全教育活動も積極的に行っている。平成

１６年８月にオープンした阿蘇ゆたっと村は、阿蘇五岳を真正面に望む阿蘇北外輪のふもとにあり、阿

蘇の大自然の中で、都市住民と地元の人々が共にゆったりと田舎暮らしを楽しみ、癒しと豊かで健康的

な生活を体験し、創造していくための広大な施設である。その拠点施設である里山交流館は、１００年

前に建てられた床面積約１００坪の古民家を移築したものであり、延べ

５００人のボランティアにより柱みがきや泥壁塗り、土間たたき、紙す

きや障子張りが行われ、丹念に修繕されたものである。現在、阿蘇ゆた

っと村は、阿蘇の環境保全に向けたボランティア活動の拠点として、ま

た、学校における体験型修学旅行や総合学習カリキュラムの一環として

広く活用されている。 

４
章 

里山交流会館 
 

●グリーントラスト募金 

さらに財団では、阿蘇の水と緑を守るため、グリーントラスト募金運動を開始している。 

阿蘇地域には、毎年約 1,900 万人の観光客が訪れることから、財団

では、各町村や温泉旅館組合、賛助会員である各企業と協力して、平

成１６年のみどりの日から公営温泉施設、ホテル、旅館、各種観光施

設、協賛企業・団体などに募金箱を設置し、阿蘇の草原・森林水源保

全のための募金を一般観光客に呼びかけている。募金箱は、阿蘇の森

林の間伐材で作られたものであり、その傍らには阿蘇の大自然などを

描いた絵葉書が添えられており、１００円の募金につき１枚を持ち帰

れるようになっている。現在、募金箱は１１５箇所に設置されており、今後、約２５０箇所に設置する

ことを目標としている。募金額については、年間８０万円程度を見込んでおり、財団の各種活動に役立

てられている。 

募金箱と絵葉書

 

●市民ボランティア型財団法人という財団法人の特徴ある在り方 

以上のように、財団は、市民ボランティアの有志を幅広く組織化することを通じて財団の設立目的を

達成するいわば「市民ボランティア型財団」であるということができ、この点は、グリーントラスト募

金を展開してその収益を活動の財源に補填しようと試みている点とあいまって、財団の顕著な特徴とな

っている。 

 

このような特徴は、財団法人の在り方として参考となるものではないだろうか。 

 

⇒ 財団法人阿蘇グリーンストックのホームページ http://www.asso.ne.jp/~green-s/ 
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